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海外出稼ぎ女性家事労働者の社会的背景：
スリランカのハンバントタ県における実態調査を中心にして
鹿 毛 理 恵
Ⅰ はじめに
発展途上諸国の経済発展戦略において開放政策の導入と同時に，国内労働
力が海外へ流出する現象はよく見られてきたものである。スリランカも同様
であり，1977年の自由市場経済政策導入を契機に，海外出稼ぎ者数は増加の
一途をたどってきた（SLBFE,2009）。2008年以降の海外渡航者数は25万人前
後を記録し，未熟練労働者（21％）と家事労働者（46％）で全体の約67％を
占めている。契約ベースで働くスリランカ人は約180万人近くいると推計され，
それは労働人口の約24％を占め，８割が湾岸諸国に集中している（SLBFE,
2009: 139-140）。このマクロ経済的な成果は，2009年の海外送金額は約30億
USドルにのぼり GDPの約７％に値する（CBSL,2009）。2008年に欧米諸国
経済を襲った不況の影響もあり，2009年の海外送金額の全輸出額に占める割
合は約47％に達し，繊維・衣料品輸出を抑えて第１位に達した（SLBFE,2009:
130）。海外送金額の６割は中東・湾岸諸国から流れるものである（SLBFE,
2009:129）。
しかしこのようなマクロ経済的な便益の一方で，様々な社会的コストが深
刻化を見せておりメディアがそれを取り沙汰している???。事実，中東・湾岸
諸国で働く労働者たちに対する不当な扱い，賃金未払い，虐待問題，刑事事
件などが国内外のマスメディアによって報道されてきた。2010年における海
外でのスリランカ人の死亡件数は過去最高の460件に達し，そのうち７割近く
が事故，殺人，自殺によるものであったと報告されている???。アジア新興諸
国の一般家庭に雇用される外国人家事労働者の中には外部との接触が禁止さ
れ，１人疎外感を感じるケースが少なくない。また，問題が生じても外に助
けを求めることが困難であり，他の職種に比較して事件沙汰になる可能性が
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非常に高い。そのため家事労働者自身の現状を客観的に捉えることも難しく
なるだろう。サウジアラビアのリザナ裁判のような死刑判決が下され，国内
外に大きな波紋を呼んだものもある???。こうした社会的コストが表面化して
いてもなお，政府は一向に国民による家事労働者としての女性の海外出稼ぎ
に対して，強力な規制や禁止措置，外交を通じての労働者の権利や安全確保
といった具体的な施策をほとんど実現させていない。この件に関し政府関係
者の意見として，開放政策を進める民主的な国家であるため，国民の選択意
志に対しても自由を保障すべきであるとし，単純に女性の家事労働者による
中東・湾岸諸国への出稼ぎを禁止することはできないと主張する（2008年11
月，海外雇用庁での聞取り）。つまり，国内に雇用機会のない貧困世帯の女性
の海外出稼ぎの道を閉ざすべきではないと云うのである。確かに労働力輸出
の半数を占める女性家事労働者送出によって期待できる送金のマクロ経済的
な効果と同時に，海外出稼ぎ者を輩出した世帯の所得向上や貧困削減，失業
問題の軽減といった効果も?えられるだろう。しかしその実態は，海外雇用
斡旋ビジネスに関わる政府関係者および民間業者の利権獲得が背景になって
いるのではないだろうか。国民が背負う社会的コストを和らげることよりも
政府関係者や民間業者が自己の経済的利益を拡大または維持に固執している
ことが，労働力輸出が続く一助になってはいないだろうか。この真偽につい
ての議論は本論文では触れない。
しかし，ここで注意しなければならないのは，たとえ政府が国民の海外出
稼ぎを斡旋するような政策展開を30年かけて繰り広げていても，すべての女
性が中東・湾岸諸国へ家事労働者として出稼ぎしているわけではないという
事実である。スリランカの女性だからといって，誰しもが好き好んで海外出
稼ぎをするわけではない。あるスリランカ人女性は，社会的コストがあるに
も関わらずに，政府が一向に女性の海外出稼ぎを禁止しないことに対して強
い憤りを感じていた。
こうした実情を踏まえて，本論文の目的は，どのような社会的背景のもと
に，女性が海外出稼ぎを実施しているのかについて明らかにすることにある。
そこで，同国ハンバントタ県の農村地域（一部漁村を含む）を選び，2008年
11月から2009年３月の約４ヶ月かけて同地域に滞在しながら，中東・湾岸諸
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国へ家事労働者として出稼ぎ経験を持つ女性500名を対象に，アンケート・聞
取り・資料調査を実施した。その調査結果を集計し，Ⅴ節では女性たちの海
外出稼ぎ意思をもとに多項ロジスティック分析の手法を使って，再度，海外
出稼ぎへ向かわせる社会的要因は何かを分析した。
Ⅱ 分析の手法
１ 調査対象地域の位置
スリランカはインド洋，北にポーク海峡，北西にマナー湾に囲まれたイン
ドの南に位置する国家である。国土面積は約65,610平方キロメートルと北海
道より小さい程度であり，約2020万人（2009年現在）の人口を有す。行政的
首都はスリジャヤワダナプラコッテにあり，経済の中心地はコロンボである。
調査の対象地域として選んだハンバントタ県は南部州に属し，インド洋に
沿って海岸線が長く続いているため農業や砕石業のみならず，漁業や製塩業
も盛んである。コロンボからは約200キロメートル離れているが，高速道路が
無いために車での移動には６～８時間を要する。2010年現在においてハンバ
ントタ県内には未だ鉄道が敷かれてない。バスの交通網は国内くまなく発達
しており，国営の他，私営の参入が多く比較的安い料金での移動が可能であ
る。
図１はスリランカのアジア地域内での位置とハンバントタ県の調査地域を
図示したものである。調査対象とした地域は格子柄で表した部分にあたる。
ハンバントタ県は行政管轄的に全部で12区に区分され，対象となった調査地
域はハンバントタ区とアンバラントタ区の２区にまたがった地域である。さ
らに調査対象となった主な村落はハンバントタ区から７村，アンバラントタ
区からは12村であった（表１参照）。つまり本研究の調査対象となった女性た
ちの多くが主にこの19村落に居住していた。
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２ 調査データ
⑴ 調査地域の近況と調査結果データへの影響
ハンバントタ県は2004年12月に起こった歴史上最も深刻な津波被害???を
直接的に受けた村落が少なくなく，県全体で数万人もの死傷者および行方不
明者を出している。調査対象となった村落の中にも津波被害を受けて家屋倒
壊，家族員の行方不明者を出した世帯が見られた。津波被害直後には政府・
国際機関等，国際NGOや宗教団体等のプロジェクトチームが海外から多数
（出所）著者が作成した。
図１ スリランカとハンバントタ県の調査対象地域の位置
（出所）アンケート調査の集計と資料調査をもとに作成した。
表１ ハンバントタ区およびアンバラントタ区の主な調査対象村落
ハンバントタ区（７村) アンバラントタ区（12村)
Dehigahalanda村 Ambalantota（南）村 Rotawala村
Godawaya村 Kivula（北）村 Thawaluvila村
Manajjawa村 Kivula（南）村 Wanduruppa村
Pahalaberagama村 Malpettawa村 Welawatta（東）村
Siyambalagaswewa（北）村 Mamadala（北）村 Welawatta（西）村
Siyambalagaswewa（南）村 Mamadala（南）村
Puhulyaya村Udaberagama村
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流入し，復興の名目で様々な活動を行っていたが，2009年３月を最後にほぼ
活動を終え撤退している（現地聞き取り：2008年12月）。また，津波復興に関
する巨額の支援金が流入し，津波被害を受けた世帯を対象に住宅支援やその
他援助物資など数年にわたって実施されていた。その間，調査地域ではそれ
らの国際NGOのボランティアグループを相手にした経済活動が盛んに行わ
れていたという。2008年になると，それまで小さな漁港に過ぎなかった県庁
所在地のハンバントタが，コロンボ港に続いて第二の国際的な貿易港となる
べく，港湾開発計画が中国の支援のもとで開始された。2010年11月現在にお
いて港湾建設は完了しているが，この他にも国際空港，工業団地，石油精製
所，鉄道，国際クリケット競技場などの建設が予定されている。将来的には
５万人の雇用創出が期待され，シンガポールよりも発展していく可能性があ
るともいわれている???。そしてスリランカの経済社会において，最も重要な
出来事は2009年５月に30年近く続いた LTTEとの民族紛争を完全に弾圧し
終結させたことである???。
本調査は，歴史的な津波被害を受け，ハンバントタ港湾開発が開始された
直後であり，内戦終結の直前にあたる2008年11月から2009年３月までに実施
されたものである。そのため，収集したデータ内容は，調査地域でのそれら
３つの歴史的出来事によるデータへの影響があると?えられる。
⑵ サンプルサイズ
サンプルの選択方法は，ハンバントタ県のハンバントタ区およびアンバラ
ントタ区において，湾岸・中東諸国で家事労働者として出稼ぎ経験を持つ女
性（以下，経験女性または女性と表記する）を500名ほど現地での聞取り調査
をもとに探し出す手法を採用した。調査地域は上記にあげた19村落がメイン
であり，アンケート調査の会場として，経験女性の自宅または経験女性を紹
介してくれた協力者の自宅で実施した。
アンケート調査では，経験女性の現在の世帯構造や経済状況の他に，海外
出稼ぎの経験，現在の海外出稼ぎの意志などをたずね，一人当たり30分から
１時間を要した。その結果，500世帯2141名分，および独立他出した経験女性
の子供450名分の社会的・経済的なデータを収集することができた。その他，
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経験女性とのインタビュー内容によってはアンケート調査時以外にも個人的
に再度自宅を訪問して面接するなど行い，調査データの質的な向上にも努め
た。しかし，本論文では具体的な海外出稼ぎの経験や送金額，帰国後の経済
的社会的影響等については分析・検討の対象から外している。本論文は，あ
くまでも経験女性が所属する500世帯のデータを中心に用いて，海外出稼ぎ
女性家事労働者の社会的データのみを取り上げ分析し，その社会的背景につ
いて検討するものである。
⑶ 回答者：経験女性の特徴
本調査データの収集にあたり，回答者である経験女性の特徴についてふれ
ておく。まず，調査対象とした500名の経験女性の世帯主との関係と配偶者
（夫）の有無および養育中の子の有無について，クロス集計を実行した結果を
表２にまとめた。世帯データを収集する上で世帯主は重要な情報提供者とし
ての役割を担う。世帯主とは通常当該世帯に居住し，世帯員全員の状況を把
握している者と定義される（Department of Census and Statistics, 2008a:
7）。本調査では，時間的制約から各500世帯の経済・社会状況を必ずしも世帯
主から聞取ることができなかった。そのため表２に経験女性の世帯主との関
係を表示した。
配偶者の有無については，調査対象となった経験女性のうち８割は夫がい
ると答えている。残りの約２割は，未婚者，離別者，未亡人である。また，
表２ 経験女性の世帯主との関係と配偶者および養育中の子の有無（単位：％）
（出所）アンケート調査の集計。
世帯主との
関 係
世帯主 14.8
世帯主の妻 76.4
世帯主の娘 6.8
世帯主の義理の娘 1.2
世帯主の姉妹 0.6
その他 0.2
合 計 100.0
有 り 無 し 有 り 無 し
80.6 19.4 63.0 37.0
0.0 100.0 0.0 100.0
0.0 100.0 0.0 100.0
83.3 16.7 66.7 33.3
38.2 61.8 47.1 52.9
100.0 0.0 71.5 28.5
4.1 95.9 29.7 70.3
配偶者の有無 養育中の子の有無
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経験女性全体の63％が現在養育中の子供がいると回答している。経験女性が
世帯主の妻や義理の娘である場合はまだ若く養育中の子供がいるケースが高
い。一方，経験女性が世帯主である場合は高齢であることが多く，子供の大
半が独立しているため養育中の子の割合が小さい。女性の年齢に比例して，
養育中の子供の有無や人数の大小に影響が見られる。ちなみに，世帯主の姉
妹，またはその他の関係にあると回答した経験女性全員が未婚であり，子供
自体いないという状況であった。なお，養育中の子供または独立した子供を
持つ経験女性の割合は全体の94.9％である。つまり経験女性の約５％は子供
を出産したことがない。
次に表３は，経験女性の年代・年齢階層別に見た教育レベルについて集計
したものである。20歳代を除く30歳以上の経験女性には就学年数が４年以下
の割合がある程度見られ，平?就学年数も20歳代と比較すると２年前後低い
数値が出ている。大卒以上の学歴を持つ女性はどの年代・年齢階層にも見ら
れなかった。また，中学卒業程度以上の学歴を持つ者は全体の３割程度に留
まっており，教育レベルの低さがうかがえる。中東・湾岸諸国へ家事労働者
として出稼ぎする女性の53.2％が就学年数５～10年程度であり，全体の12.6
％が０～４年程度の教育レベルしかない。経験女性の多くが低学歴に属する
ことが理解できる。少なくともＯ／Ｌ終了程度以上の学歴を有す経験女性た
ちは，アンケートの質問内容を比較的すんなりと解すことができた。しかし，
無学歴や低学歴傾向を示すほど，経験女性は質問の意味を解すことが難しく
なるようで，特に収入額や消費額などの数量的把握とその回答が困難になる
38.147.614.30.0
40.542.916.70.0
24.437.628.29.8
20.727.137.115.0
25.835.529.09.7
8.17.58.810.2
50―66歳40歳代30歳代20歳代
8.1平?就学年数（年)
6.2Ａ／Ｌ終了
28.0Ｏ／Ｌ終了
53.2５―10年
8.4１―４年
4.2無学歴
全 体
（注）アンケート調査の集計。
表３ 経験女性の年代・年齢階層別で見た教育レベル分布割合（単位：％）
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傾向が見られた。
表４は，経験女性たちの渡航年代別に見た主な渡航国上位８ヶ国である。
中東・湾岸諸国に出稼ぎ経験がある者だけをアンケート調査の対象としたた
めに，500名全員の女性が中東諸国・湾岸諸国での出稼ぎ経験を持っており，
中にはその経験に前後して EUメンバーであるキプロスや，アジア諸国へ出
稼ぎ経験を持つ女性もここに含まれる。また，渡航の度ごとに集計を行って
いるため，同一人物が幾度も同じ国へ渡航した場合もカウントに入れている。
（出所）アンケート調査の集計。
（注） ⑴ その他ME：カタール，シリア，エジプト，イスラエル（パレスチナ）が該当する。
⑵ その他アジア：韓国，香港が該当する。
表４ 経験女性たちの渡航年代別に見た主な渡航国上位８ヶ国
1984年以前 1985-89年 1990-94年 1995-99年 2000-04年 2005-09年
１位
クウェート
（39.6％）
クウェート
（44.4％）
クウェート
（37.6％）
クウェート
（35.6％）
クウェート
（30.5％）
クウェート
（35.9％）
２位 UAE
（22.8％）
UAE
（23.1％）
UAE
（22.8％）
UAE
（20.2％）
UAE
（21.5％）
サウジ
（20.6％）
UAE
（12.0％）
レバノン
（12.4％）
レバノン
（ 8.3％）
レバノン
（ 5.1％）
レバノン
（ 4.3％）
バーレーン
（ 6.0％）
４位
レバノン
（12.9％）
サウジ
（19.2％）
サウジ
（20.0％）
サウジ
（19.3％）
サウジ
（17.0％）
サウジ
（19.5％）
３位
ヨルダン
（ 3.3％）
ヨルダン
（ 4.1％）
ヨルダン
（ 3.7％）
オマーン
（ 3.2％）
シンガポール
（ 1.8％）
シンガポール
（ 2.4％）
６位
オマーン
（ 6.7％）
オマーン
（ 4.1％）
オマーン
（ 5.4％）
バーレーン
（ 4.2％）
オマーン
（ 3.3％）
レバノン
（ 3.4％）
５位
その他ME
（ 1.3％）
その他ME
（ 1.3％）
その他ME
（ 1.7％）
その他ME
（ 1.5％）
その他ME
（ 1.9％）
その他ME
（ 3.8％）
その他アジア
（ 0.7％）
その他アジア
（ 0.0％）
その他アジア
（ 0.1％）
その他アジア
（ 0.2％）
その他アジア
（ 0.2％）
その他アジア
（ 0.5％）
７位
オマーン
（ 2.0％）
キプロス
（ 1.5％）
キプロス
（ 2.6％）
キプロス
（ 2.2％）
キプロス
（ 2.7％）
キプロス
（ 1.9％）
８位
ヨルダン
（ 1.3％）
ヨルダン
（ 1.5％）
ヨルダン
（ 2.6％）
シンガポール
（ 1.0％）
シンガポール
（ 0.5％）
シンガポール
（ 0.5％）
7.0％21.5％27.4％25.6％13.5％5.0％
年代別
集計
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表４の最下段には渡航年代別に見た渡航者数の規模の相対割合を求めている。
海外出稼ぎが調査地域で始まってから徐々に家事労働者として海外出稼ぎす
る者が増加し，1990年代後半をピークにその渡航規模が減少し，2005-09年代
で7.0％と渡航規模が大きく縮小したように見える。しかし，アンケート調査
時期と重なっていること，調査時に出稼ぎ中の者が存在することと重なるた
めにこのような値が出たと?えられる。調査時点の印象から，対象世帯グルー
プによる中東・湾岸諸国へ出稼ぎする女性家事労働者の規模は依然として多
くて20％前後，少なくて10％強前後はあると推測している。
次に主な渡航国を見ると，クウェート，UAE（アラブ首長国連邦），サウジ
（サウジアラビア）の３ヶ国の割合が非常に高い。80年代ではこれら３ヶ国だ
けで８割以上を占め，90年代以降，そのシェアは徐々に低下傾向を示すもの
の2000年代に入ってからも依然として70％前後を占めている。その他ME（そ
の他の中東・湾岸諸国）やその他アジア諸国地域のシェアが小さいながらも
拡大傾向を見せていることからも，渡航国の多様化傾向が見られ始めている
と指摘できるだろう。おそらく1990年代以降，その他のアジア諸国での外国
人労働者に対する需要増加の影響も?えられるだろう。いずれにせよ，調査
対象となった経験女性たちの家事労働者としての主な海外出稼ぎ先は，ク
ウェート???，アラブ首長国連邦，サウジアラビアの３ヶ国に大きく偏ってい
る。
次に表５では，年代・年齢階層別に見た今後の海外出稼ぎの可能性につい
て集計をおこなった。ここで今後の海外出稼ぎの可能性とは，再び中東・湾
岸諸国へ家事労働者として海外出稼ぎをする可能性があるのかどうかをたず
（出所）アンケート調査の集計。
表５ 経験女性の年代・年齢階層別で見た今後の海外出稼ぎの可能性（単位：％）
年代・年齢階層
海外出稼ぎの今後の可能性を肯定 海外出稼ぎの今後の可能性を否定
合計 予定あり わからない 合計 したくない できない
20歳代 84.0 32.0 52.0 16.0 16.0 0.0
30歳代 67.1 18.5 48.6 32.9 29.5 3.4
40歳代 49.7 10.2 39.5 50.3 34.5 15.8
50―66歳 11.8 7.1 4.7 88.2 34.6 53.5
全体 48.6 14.0 34.6 51.4 20.2 31.2
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ねたものである。「予定がある」，「まだ今はわからない」と回答した場合は海
外出稼ぎの可能性を肯定したグループとしてまとめ，一方，「したくない，必
要なし」，「できない」と回答した場合を否定したグループとして集計した。
この集計結果によると，年齢が上がるにつれて海外出稼ぎの可能性が弱くな
る。特に，50～66歳のグループで「できない」と回答した者が半数以上を占
めている。それは出稼ぎ先での年齢制限，病気を患っていること，健康や体
力的な不安からくるものである。また，「したくない」と回答した経験女性も
年齢が増加するに従って増える傾向が見られた。したくないと回答した女性
たちからは，「収入が安定しているので必要ない」，「村内で収入源があるので
わざわざ行かなくて良い」，「湾岸諸国で嫌な思いをしたからもう二度と行き
たくない」，「家事労働の仕事は嫌いだ」といった気持ちが聞かれた。
やはり年齢が低くなるに従って海外出稼ぎの可能性が高まることが理解で
きる。また，若い年代ほど今後の海外出稼ぎの可能性について?わからない」
と回答する割合も増える傾向にあった。聞取り調査を通じて，経験女性たち
自身には「仕事がしたい」，「夫の収入だけでは不安なので自分でも収入を得
たい」，「子供の教育費や将来のことを?えると蓄えが欲しい」という気持ち
があるのだが，スリランカ国内には雇用機会がないために今後の海外出稼ぎ
の可能性を完全に否定しえない気持ちが生じるのだと理解できた。しかし一
方で，「子供が反対している」，「子供の面倒を見る者がいない」など母親とし
ての家庭の役割認識を感じていたのであった。中東・湾岸諸国へ家事労働者
として出稼ぎをすると，一般的に雇用者との間で２年契約を結ぶので，その
間はほぼ帰国することができない。さらに雇用者の中にはスリランカの家族
との電話や文通さえも許さないことがある。家族と離れて海外でいることの
寂しさや不安もある。母親の出稼ぎ中に誰が子供の面倒を見るのか。実際に
物心ついた子供たちの多くは母親の海外出稼ぎを非常に嫌がる。しかし女性
たちの夫の中にはスリランカ国内で妻が村内での仕事をすることや，コロン
ボなどへ国内出稼ぎをするのを許さないが，妻が海外で働く場合に限って賛
成するような者も少なくない。また，夫自身が自分の商売や自営業の資本金
集めに妻に出稼ぎに行ってくれるよう頼むことさえもある。こうして，「まだ
わからない」と回答した女性たちの心の内には何かジレンマに苛まれている
― ―112
佐賀大学経済論集 第44巻第４号
ような印象を受けた。
次に経験女性の海外渡航回数別・雇用年数別で見た今後の海外出稼ぎの可
能性について集計と平?値を算出したものが表６である。海外渡航回数や海
外雇用年数は年齢が高まるにつれて増加傾向を示すことが予測される。やは
り集計結果からも経験女性の年齢が高まるほどその回数や年数が増える傾向
にあった。全体を見渡すと，平?海外渡航回数は2.1回，また平?海外雇用年
数は4.1年であった。それらを詳細に見ていくと，１回の渡航経験を持つ女性
は全体の約36％を占めており最も多い。２回以内の渡航回数であれば全体の
71％を占めている。３回以上の渡航回数経験がある女性は全体の約３割を占
めている。次に海外雇用年数別では，１年未満で帰国した女性は全体の約１
割程度存在する。その一方で，10年以上の海外雇用年数経験を持つ女性もま
た１割以上存在するのである。今後の海外出稼ぎの可能性について，「予定あ
り」と回答した経験女性たちの海外渡航回数と海外雇用年数はいずれも最も
大きな値を示していた。つまり，半ば専門職的に中東・湾岸諸国で家事労働
者として従事するベテランメイドとなった女性が存在するのである。
表６ 経験女性の海外渡航回数別･雇用年数別で見た今後の海外出稼ぎの可能性（単位：％）
全体
肯 定 否 定
予定あり わからない したくない できない
海外渡航回数別
１回 36.2 11.6 37.0 35.9 15.5
２回 34.8 13.8 35.6 27.6 23.0
３回 17.0 17.6 37.6 24.7 20.0
４回以上 12.0 16.7 20.0 36.7 26.7
17.328.835.318.727.8２年以上４年未満
16.232.441.210.313.6１年以上２年未満
17.536.836.88.811.4１年未満
海外雇用年数別
2.22.12.02.42.1平?渡航回数（回)
４年以上６年未満 21.4 8.4 34.6 29.9 27.1
６年以上10年未満 12.4 12.9 41.9 25.8 19.4
5.14.14.15.44.1平?雇用年数（年)
22.437.317.922.413.410年以上
（出所）アンケート調査の集計。
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最後に，海外出稼ぎ女性家事労働者の主な渡航先が中東・湾岸諸国に集中
していることから，経験女性たちの宗教について論じておく必要があるだろ
う。調査対象地域はスリランカ南部の農村地域に位置することからシンハラ
人が多い。そのため仏教徒の割合が最も高く経験女性全体の96.4％を占めた。
タミル人はハンバントタ県にあまり居住していないため，サンプルにも含ま
れずヒンドゥー教徒は確認できなかった。また，漁港近くや中心街にはイス
ラム教徒のコミュニティがあるためムスリムは少なくない。しかし経験女性
の中でイスラム教徒はわずかに1.8％にとどまる。また，津波による海外ボラ
ンティアNGOなどの流入によってキリスト教徒が増えたと言われている。
しかしそれでも全体の1.8％の経験女性がキリスト教徒だと回答した。
海外出稼ぎ中の経験をたずねたところ，仏教徒の経験女性の大半が海外出
稼ぎ中に雇用者からイスラム教への改宗を迫られたと回答している。さらに，
出国前の時点でも海外雇用斡旋業者からキリスト教徒と云うように指導され
たという女性もいた。多くの女性が本当は仏教徒であってもキリスト教徒だ
と雇用者に嘘をつき通したと答える者も少なくなかった。中東・湾岸諸国で
は仏教を知らない，または宗教の一つとして認めていない家庭が多い。中東・
湾岸諸国の多くの家庭が，文化的共通性を家事労働者に希望することから，
イスラム教徒もしくはせめてキリスト教徒の家事労働者の需要が高いのであ
る。そのためスリランカ国内の海外雇用斡旋業者の中にはキリスト教徒だと
嘘をつくように指導する輩が存在する。経験女性たちの中には，そうした嘘
が雇用者やその親戚らによってすぐに見抜かれてしまい，それ以後，やさし
く親切だった雇用者の態度が激変し，残りの雇用期間中は非常に辛い思いを
しながら我慢して働いてきたと話す者も少なくなかった。こうした背景もあ
り，湾岸諸国で働いている間にイスラム教徒に改宗したと答えた女性は全体
の10％を占めている。しかし帰国後に仏教徒に戻る女性が大半であった。そ
のため，調査時点で経験女性の96.4％が仏教徒だと回答しているのである。
また逆に，雇用者から改宗を迫られても頑なに断り続けた経験女性も少なく
ない。しかしこのような女性たちの多くがもう二度と出稼ぎしたくないと回
答していた。雇用者家族との宗教を中心とした文化的衝突を引金として雇用
関係の悪化が生じ，深刻な雇用者による傷害・虐待事件等へと展開していく
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ケースが意外に多く聞かれた。一般家庭で外国人家事労働者を雇うというこ
とは，文化の異なる外国人を家庭に入れて家事／育児などを任せることであ
る。特に子供の文化的形成にも影響を与えることになるだろう。経験女性た
ちの話を聞くと，中東・湾岸諸国では雇用者の文化的許容力が試されること
よりも，外国人家事労働者自身の文化的柔軟性が一方的に強制されることが
多く，それが当前のごとく社会自体が?えているという。中東・湾岸諸国の
ようなイスラム教を主体とする地域では，宗教は重要視される。こうした背
景から，家事労働者本人の宗教に対する文化的許容力は最も重要な海外出稼
ぎ意思決定の背景として捉えられるだろう。
Ⅲ 海外出稼ぎ女性家事労働者創出の背景
１ 経済開放政策
スリランカ社会に最も大きな影響を与えた経済開発政策は1977年後半に導
入された経済開放政策であろう。それまで南アジア諸国全体が徹底した内向
き政策を続けてきた中で，スリランカは逸早く経済開放政策をドラスティッ
クに進めたのである。この開放政策の導入は，国家の貿易構造と産業構造の
転換，経済の低迷から脱却することが目的だった。経済開放政策によって，
スリランカ社会は大きな変容を迎えたと言われている。これを機に海外から
たくさんの食料や製品，情報などが流れ込むようになった。人々の生活環境
も変化し，伝統的な価値観や規範が次第に薄れ始めていったと当時の状況を
知る者は話していた。特に大きな変化となったのは，女性の社会進出と労働
市場への参入が増加し出したことである。調査対象の女性たちも年齢が若く
（出所）アンケート調査の集計。
表７ 年代・年齢階層別に見たスリランカでの就業経験の有無
（単位：％）
経験無し 経験有り
20歳代 48.0 52.0
30歳代 74.0 26.0
40歳代 88.7 11.3
50―66歳 93.7 6.3
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なるに従い，都市部や村外の工場労働者として村を離れて働いていた経験を
持つ傾向が見られた。このような経験を持つ女性の中には，同僚たちと海外
出稼ぎの話をすることがあったという。また，工場や寮の掲示板などに海外
雇用の宣伝ビラが貼られ，時折，海外雇用の斡旋を行う者も出入りしていた
ために，海外出稼ぎに関する情報を容易く得ることができたという。そうし
た環境の中で，次第に海外出稼ぎの意思を高めていったと思われる者も少な
からず確認している。
２ 海外雇用政策
⑴ 海外雇用局の設立
1970年代に世界経済は石油価格高騰によるオイルショックを二度も直面す
る。この結果，湾岸諸国経済は潤い始め建設ラッシュが起こり，インドやパ
キスタン，バングラデシュから多くの労働者が出稼ぎへ向かい始めていた。
スリランカもその流れに乗って失業問題の軽減策を図ろうと，1976年に海外
労働市場での雇用確保目的で，労働省管轄の部署として海外雇用係（Foreign
 
Employment Unit）を発足させている。さらに上述した1977年の経済開放政
策導入によって，多くの政府機能が民営化されるようになると，1980年の海
外雇用条例第32項に則って，海外雇用に関する運営が民間業者に委託される
ようになった。また，中東諸国の既存のスリランカ大使館の拡大と再編成を
実行し，さらに新しくスリランカ大使館をアラブ首長国連邦（1979年），サウ
ジアラビア（1981年），クウェート（1981年）を開設し，他にもスリランカ人
を海外でサポートするために，ヨルダンやレバノンに新しい領事館などを設
立している（Gamburd,2002:51）。スリランカ外務省は国内経済が石油危機
による打撃を受けたことで，湾岸諸国との経済関係を重視し始めていたので
ある（元外務省職員との聞取り調査：2008年４月）。
開放政策の下，1980年代前半の調査地域では，在スリランカの中東・湾岸
諸国大使館職員やその関係者などが村内まで家事労働者のリクルートのため
に自由に来ていたと云う。また，1970年代に建設労働者として出稼ぎしてい
た男性が湾岸諸国の外国人労働者紹介業者とコネクションを形成し，帰国後
に海外雇用斡旋の会社を立上げるなど，海外雇用ビジネスに携わる者が多数
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出現した。海外出稼ぎの希望者が急増し，同時に海外雇用斡旋業者も乱立し
始めたのだ。しかし当時は海外雇用に関する規則等が明瞭でなかったので，
トラブルや苦情が増加していた。そこで海外雇用業務の効率的運営のために，
労働省海外雇用係から分離独立させ，新たにスリランカ海外雇用局（SLBFE:
Sri Lanka Bureau of Foreign Employment）を設立させている。この
SLBFEは1985年の海外雇用条例第21項に則って創設されたものである。さ
らに1994年には様々な形で SLBFEの業務強化を始める。そこで海外雇用斡
旋と労働者送出業務を行う民間の海外雇用斡旋業者に対し，様々な業務手続
と登録制度を導入し始めた。 SLBFEは海外出稼ぎを希望する者に対し，銀
行預金口座の開設や出稼ぎの際の融資制度，海外保険加入などを紹介し，海
外雇用を積極的に推し進めたのであった。そして2007年には SLBFEは海外
雇用促進と福祉（MFEPW:Ministry of Foreign Employment Promotion
 
and Welfare)の管轄下となり，未熟練や家事労働者の送出に大きく依存し
てきたスリランカの海外雇用状況から，より技術職・専門職を中心とした専
門・熟練労働者の海外送出に力点を置く政策を打ち出している（ILO,
2009）。
⑵ 海外雇用斡旋業者とサブエージェントの役割
海外雇用斡旋業者は，受入国現地の外国人労働者派遣業者に労働者を送出
することで利益を上げる。業種によって異なるが，現地の外国人労働者派遣
業者との間で両者の取り分が決められている。湾岸諸国の家事労働者市場に
関して言えば，現地の派遣業者側は家事労働者として海外出稼ぎを希望する
女性は貧困世帯や低所得国から来るケースが大半であると認識していること
から，雇用希望者に女性の渡航費などを負担させることが一般的である。そ
こで雇用希望者から家事労働者の紹介手数料を請求する際に，内訳として渡
航費補助の項目などが設けられているという。スリランカのバドッラにおい
て，海外出稼ぎ家事労働者の経験を持ち，現在は家事労働者の紹介・斡旋を
クウェートで行うスリランカ人女性に対し聞取り調査（2007年10月）を行っ
たところ，クウェートの場合，現地の雇用希望者が家事労働者紹介業者に依
頼してスリランカから家事労働者を呼ぶ際に，家事労働者一人に対し約30万
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ルピ （ー約30万円）程度の支払いが雇用希望者に請求される。大体，クウェー
ト側とスリランカ側とで折半するという。スリランカの海外雇用斡旋業者が
受け取った後の内訳は，女性の渡航代金，海外健康保険代，諸申請の手続き
代等に使用した後の残りが業者の利益となる。しかし，このような具体的な
内訳を知る者は，海外雇用斡旋業者とその補助手伝いを海外でも行うごく一
部の者に限られるため，ハンバントタ県の経験女性たちの中に知る者はいな
かった。そのため経験女性たちが海外出稼ぎを希望する場合，ほとんどが海
外雇用斡旋業者の言い値で契約が進められる。経験女性たちは海外雇用斡旋
業者が提示する手数料を支払わされていた。その額は無料から３万ルピーと
統一性がなかったのだが，全ての費用を鑑みると平?２万５千ルピー前後を
支払っていた???。多くの女性たちが雇用斡旋業者との契約を結ぶ際，その海
外出稼ぎの諸経費を工面するために，親，兄弟，親戚の他，雇用斡旋業者か
らも借金をしていた。出国前に完済できるケースもあれば，湾岸諸国で働き
始めてから返済するケースが聞かれた。この費用の支払い方法は雇用斡旋業
者との話し合いのもとで決められる。
海外雇用斡旋業者の９割近くがコロンボなどの大都市に集中しているため，
業者はサブエージェントと呼ばれる仲介人を雇って，ハンバントタのような
地方に派遣させ，リクルート活動をさせている。または地方出身の者とサブ
エージェントの契約を交わし，彼らに地元でリクルート活動をさせるケース
もある。地元の人間ならば現地の経済社会状況に詳しく，経済的に困難な女
性たちの情報を得やすく，海外出稼ぎを斡旋しやすいからである。こうして
海外雇用斡旋業者はサブエージェントに対し，契約が結ばれるごとにその報
酬を与えるのである。コロンボの海外雇用斡旋業者は，契約成立の一件当た
り約１万ルピー（１万円程度：2007年７月）をサブエージェントに手渡して
いたという。そのためサブエージェントは，女性たちに対して言葉巧みに話
を持ちかけ，楽に大金を稼げるなど嘘ばかりついては契約料を確保しようと
するのである。このような背景があり，調査地域にはサブエージェントとい
う仕事が存在する。しかしサブエージェントの経験者はいても，長期で続け
る者はほとんど確認できなかった。なぜなら様々な契約上のトラブルが過去
に頻発しており，サブエージェントとして働いた者の中には村を離れざるを
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得なくなったという話も聞かれる。この他にもサブエージェントの説得の末
に契約したものの，海外雇用斡旋業者が女性たちのパスポートや契約料を持
ち逃げしたまま突然消えてしまうなどの事件が少なくなかったからである。
経験女性たちの多くは，海外雇用斡旋業者が湾岸諸国から送られる英語と
アラビア語で作成された契約書を理解することはほぼできない。たとえ10年
以上サウジアラビアで家事労働者として働いた経験がある女性でさえも，ア
ラビア語の契約書を読める者は皆無であった。さらに数字や計算にも強くな
い。結局，サブエージェントの言うことを信じる他に方法がない。さらにこ
のサブエージェントも細かな実情を知らないことも少なくなく，海外雇用斡
旋業者の言いなりでしかないことがほとんどである。結局，大元をたどれば
一部の悪徳海外雇用斡旋業者や海外雇用の流行を利用した詐欺行為を働く者
によって騙されていることが少なくないのである。そのため泣き寝入りする
者も少なくない。こうしたリスクを被る可能性が海外出稼ぎの実施前の段階
で起こり得てもなお，女性たちは中東・湾岸諸国で家事労働者として出稼ぎ
を決意してきたのである。やはりそれは政府が積極的な海外雇用政策を推し
進め，海外雇用斡旋業者と一体になって，新聞やテレビ，ラジオなどを利用
して海外雇用を斡旋してきた結果なのである。
３ ソーシャル・ネットワーク
経験女性の約６割の女性の家族または両親や兄弟姉妹，叔父や叔母など親
戚が海外出稼ぎをしている，またはその経験があると答えている。経験女性
の世帯当たりの平?人数は1.4人であった。さらに，経験女性たちが中東・湾
岸諸国で雇用先を得る際に全体の約65％が海外雇用斡旋業者やサブエージェ
ントの紹介によるものであったが，家族・親類や友人・知人などのソーシャ
ル・ネットワークを通じて海外出稼ぎをした割合は全体の17％を占めていた。
経験女性の母親，姉や叔母が中東・湾岸諸国で家事労働者として働いている
時に，現地の雇用者やその友人，親類などから，家事労働者を紹介して欲し
いと頼まれることが少なくないという。また，雇用者の家庭で個人運転手と
して働いている男性労働者に対しても，雇用者が男性労働者の知る地元の女
性を家事労働者として紹介して欲しいと頼んでくることがよくあるという。
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雇用者側も信頼のおける者のネットワークを利用して，新たに家事労働者を
迎え入れる方が何かと安心できる上に，現地の家事労働者紹介業者に多額の
契約料を支払わずに済むので安上がりでもある。それだけ中東・湾岸諸国で
は安い外国人家事労働者の需要が高いのである。このような背景から，海外
出稼ぎ中の者が仲介の形を取るソーシャル・ネットワークを中心としたイン
フォーマルな形で海外雇用の斡旋が取引されるのである。しかし，調査の印
象から，親や姉妹などの近親者による紹介ほど，海外出稼ぎ希望者の負担す
る費用は低くなる。一方で，コロンボなどの都市部の FTZ（自由貿易地域）
の工場で働いていた時の友人・知人や，村内の知り合いなど血縁関係のない
者の紹介ほど海外出稼ぎ費用の負担額が高くなり，正規でサブエージェント
や海外雇用斡旋業者を通す場合と比較しても大差ない金額を支払っている印
象を受けた。このように，ソーシャル・ネットワークを利用したインフォー
マルな海外雇用ビジネスが村内でも見受けられるのである。
Ⅳ 海外出稼ぎ女性家事労働者の社会的背景
１ 人口構成と家族構成
表８は調査対象世帯の年齢階層別で見た人口構成である。経験女性と同居
している場合，15歳以下の人口は全体の27.5％を占め，66歳以上の高齢者の
人口はわずか2.5％であった。その結果，従属人口比率は42.9％である。ま
た，他出者については，調査対象世帯の家族員による一時的国内外の出稼ぎ
の他，わずかに就学目的の他出も含まれる。この大半は経験女性の独立生計
を立てる子供である。そのため他出者の生産年齢人口率は98％となっている。
次に，調査対象世帯の家族形態を核家族と拡大家族に分け，さらに核家族
については，単身世帯，夫婦世帯，親子世帯，片親と子の世帯の４つに分類
した。それぞれのシェアと同居する世帯員の平?人数，および教育や出稼ぎ
等で一時的に他出した世帯主，または世帯主の子や妻も含めた家族員総数の
平?人数を求め，表９にまとめた。核家族世帯で７割以上占め，最も親子二
世代世帯が６割を占めて最も良く見られる家族形態といえる。しかし経験女
性の一人暮らしである単身世帯が全体の2.2％を占めており，40代後半過ぎ
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の未亡人に多く見られた形態である。また，片親とその子供によって形成さ
れる世帯も全体の6.2％を占めていた。なお，村内に同居する世帯員数の平?
人数は4.1人であり，教育や一時出稼ぎによって他出する世帯主またはその
未婚の子供をも含めた家族員の平?人数は4.3人であった。次に収入のある
家族員の世帯あたりの平?人数を求めたところ，全体では一家族あたり1.5
人存在する。しかし，単身世帯は女性の40代後半以降に多く見られたことか
ら就業中の者は非常に少なく，結果として0.4人となっている。親子世帯は夫
66歳以上 2.1 2.5 2.8 2.1 0.2 0.7 0.0
従属人口比率 33.1 42.9 - - - - -
生産年齢人口率 75.1 70.0 - - 98.1 - -
0.81.51.113.213.113.110.951―65歳
5.014.69.326.420.923.721.036―50歳
47.549.848.515.313.814.620.826―35歳
45.631.239.216.121.118.622.416―25歳
1.22.41.726.828.327.522.8０―15歳
女性男性男女全体女性男性男女全体
他 出同 居家族
全体
表８ 調査対象世帯の年齢階層別人口構成（単位：％）
（出所）アンケート調査の集計。
（注） ⑴ 従属人口比率（％）＝｛（年齢階層０―15歳)＋(年齢階層66歳以上）｝／(年齢階層16―65歳）×100
⑵ 生産年齢人口率（％）は，全人口に占める年齢階層16―65歳人口の占める割合である。
⑶ 他出に該当するのは，調査対象世帯の家族員による労働または就学目的の一時的他出者，および経
験女性の独立した子供が含まれる。
（出所）アンケート調査の集計。
表９ 調査対象世帯の家族形態とその規模
該当世帯の
割合（％）
同居する
世帯員の
平?人数
全家族員の
平 ? 人 数
収入のある
家 族 員 の
平 ? 人 数
核家族世帯 73.4 4.0 4.2 1.5
単身世帯 2.2 1.0 1.0 0.4
夫婦世帯 4.0 2.0 2.0 1.2
親子世帯 59.0 4.3 4.4 1.5
1.84.94.626.6拡大家族世帯
1.23.32.96.2片親と子の世帯
合計／全体平? 100.0 4.1 4.3 1.5
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の他に妻も村内で何らかの就業を得ているケースもあったことから1.5人と
なった。最もその平?値が高いのは家族構成員数が最も多い拡大家族世帯で
あった。その収入ある家族員の平?人数は1.8人であった。これは三世代家族
や世帯主とその兄弟などとの同居といった，就業可能な年齢の世帯員の数が
多いからである。しかし，表９に同居世帯員および総家族員の平?人数に違
いが見られるとおり，国内出稼ぎを行っている世帯員の存在も浮き彫りに
なっている。海外出稼ぎ者の数よりも，国内出稼ぎ者の方が数倍程度多く確
認された。例えば，自分の子供を親に預けて夫婦でコロンボへ出稼ぎしてい
る者，夫が仕事で県外に単身赴任中という者，世帯主または息子が軍人・兵
士であることから妻を残して戦地や軍事施設に駐留している世帯などが多く
見られた。
次に経験女性の子供の状況について見ていく。先に述べたように，500名の
経験女性のうち94.9％は養育中および独立した子供がいる。この子供たちの
状況とその数は母親の年齢に比例することを踏まえて，表10を作成した。子
供総数，失業中の子供の人数，就労独立の子供の人数は，やはり母親の年齢
が高くなるにつれて増える傾向にあり，20代女性には失業中または就労独立
の子供は確認できなかった。また，40歳代以上の年齢の女性が５人以上の子
（出所）アンケート調査の集計。
表10 経験女性の子供の平?人数と分布（単位：％）
20歳代 30歳代 40歳代 50―66歳
3.2
18.3
31.3
35.4
3.0
30.6
38.2
45.8
2.5
32.3
27.9
18.8
1.4
18.8
2.6
0.0
子供総数 平?人数
１―２人
３―４人
５人以上
失業中の子供 平?人数
３人以上
１―２人
従属する子供 平?人数
0.0
6.8
15.4
1.4
2.0
59.1
34.4
2.1
2.0
34.1
39.6
1.3
2.8
0.0
10.6
0.3
３人以上
１―２人
就労独立の子供 平?人数
１―４人
0.0
0.0
0.0
0.0
2.6
8.2
1.4
18.1
25.6
45.6
1.6
43.8
71.8
46.2
2.0
38.1
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供を持つ割合は年齢階層全体の８割以上を占めている。スリランカも経済発
展と同時に，女性の生涯出産回数が大きく減少している。最後に指摘すべき
点は，従属する子供を持つ女性は30歳代と40歳代に集中していること，そし
て特に30歳代女性の従属子の平?人数が最も高くなっていることである。
２ 教 育
先に回答者である経験女性の教育レベルを見て，中東・湾岸諸国へ家事労
働者として出稼ぎした女性は低学歴傾向にあることを確認した。次にここで
は，経験女性の同居する世帯員，および一時的に他出している世帯員，独立
他出した子供の教育レベルを男女別に分け，それらを表11にまとめた。
調査対象世帯全体で見ると，経験女性の世帯員のうち就学中もしくは従属
する５歳児以下の乳幼児の割合は28.8％を占めている。約７割が就業期間を
終えた生産年齢人口または高齢者に属する。次に就学修了者のみを対象に，
学歴別にその分布状況を見ると，全体として就学年数が５～10年に最も集中
し，次にＯ／Ｌ終了程度の学歴が続く。この二つで全体の76％を占めている。
（出所）アンケート調査の集計。
（注意)他出に該当するのは，調査対象世帯の家族員による労働または就学目的の一時的他出者，および経験女
性の独立した子供が含まれる。
表11 調査対象世帯の教育レベル（単位：％）
経験女性の家族員 うち就学終了者のみ
家族
全体
同居 他出
男女
全体
同 居 他 出
男性 女性 男性 女性
平?就学年数（年） - - - 8.8 8.1 8.3 10.5 10.8
無学歴 3.8 4.5 0.7 5.0 5.9 7.0 0.0 0.8
１―４年 5.8 6.8 1.5 8.0 12.8 7.4 3.2 0.4
５―10年 28.4 29.0 25.4 39.1 42.4 44.0 27.0 25.7
Ｏ／Ｌ終了 25.4 19.8 50.3 36.8 30.8 31.8 54.0 54.4
Ａ／Ｌ終了 7.2 5.6 14.4 10.1 7.4 9.5 13.2 16.6
大学卒業以上 0.6 0.3 2.0 1.0 0.8 0.3 2.6 2.1
就学／従属の子供
大学生 0.8 0.3 2.8
初等／中等教育 20.7 24.9 1.8
その他教育研修 0.3 0.1 1.1
５歳児以下 7.0 8.6 0.0
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無学歴は５％であり，大学卒業以上の学歴を有する者はわずか１％に留まっ
ている。次に経験女性と同居または他出を男女別に見ると，全体として他出
者の平?の就学年数が２年前後高い。他出による，Ｏ／ＬおよびＡ／Ｌ終了
者の割合も男女共に同居者のそれと比較して高い。さらに大学卒業以上の学
歴を有する者は，男女ともに同居者は１％未満に留まり，一方他出者は男女
それぞれ２％を越えている。逆に無学歴者は調査対象地域には，男性が約６
％，女性が７％存在する。しかし他出者においては，男性の無学歴者は確認
できず，女性は１％を下回る程度である。つまり，調査対象世帯の住む地域
においては，学歴の高い者の雇用先が限られているため，学歴が高くなれば
なるほど，雇用機会の選択の幅が広がり，人的資本に見合った職種を求めて
出身地を離れて他出する傾向が強くなるのである。
３ 生活環境と社会的地位
次に，経験女性の世帯の生活環境や社会的な地位を，主に住居環境や耐久
財の所有状況を通じて見ていく。表12では家屋所有権と住居環境，世帯あた
りの家具所有台数などその分布状況をまとめている。家屋所有者は約56％の
世帯が経験女性の夫であり，その次に経験女性本人という世帯が約31％を占
めた。海外出稼ぎで得た貯金で，両親のために家を建てた女性や，自分の家
を建てたという回答は多数聞かれた。そのため経験女性による家屋所有権を
持つ割合がこのようにでたのであろう。調査では経験女性が家屋所有権を有
する場合，どのようなプロセスを経たものなのかまではたずねてないが，ス
リランカで一般的に慣行されるダウリー（結婚持参金）の影響もここに出た
のかもしれない。しかし実情として，大半の経験女性の両親や兄弟にはダウ
リーを十分に準備できる経済力があるとは?え難い。そのため経験女性自身
が独身時代に結婚持参金を自分で準備しようと?えることが多いようである。
調査では，もし女性が結婚した直後でも生活環境に不満があれば，将来の生
活設計も含めて，子供を産む前に海外出稼ぎを実行した者も確認している。
次に，住居タイプはレンガに瓦屋根が多く見られた。寝室数は２～３間に集
中している。床タイプはセメント床で９割以上を占めている。セメント床の
上に絵柄のついたビニルシートを敷いている世帯がよく見られた。しかし高
― ―124
佐賀大学経済論集 第44巻第４号
齢者世帯には土床も見られた。タイル床はわずか1.8％であった。タイル床は
調査対象世帯ではあまり普及しておらず，高価であることから普及率は非常
に小さい。特に，母親の代から家事労働者として海外出稼ぎに出ている世帯
や，６年以上のキャリアを持つ一部の経験女性の家，またはキプロスなどの
EU諸国への出稼ぎ経験を持つ女性の自宅にタイル床が見られた。タイル床
は成功の象徴でもあるようだ。またトイレ設備については，屋内に水洗トイ
レを構えるには，経済的に成功しなければ実現が難しい。しかも屋内水洗ト
イレの所有世帯の大半が壊れたままで使用していた。普及率の低い屋内水洗
トイレの設置費用や維持費用は大きな負担になるのだろう。９割近い世帯が
屋外に設置した簡易水洗トイレを使用していた。屋外トイレの方が一般的に
普及している。また，ごく一部のトイレ設備のない経験女性は，ないからと
いって焦る様子でもなかった。その生活に慣れてしまっているからであろう。
また女性の話では，トイレのない世帯を対象に，トイレをボランティアで設
（出所）アンケート調査の集計。
表12 家屋所有権と住居環境，世帯あたりの家具所有台数の分布状況
家屋所有者 住居タイプ 寝 室 数 床タイプ トイレ設備 そ の 他
経験女性
30.8％
レンガと瓦
95.2％
なし
0.2％
タイル床
1.8％
屋内水洗
7.4％
電気普及率
86.8％
夫
55.8％
土壁と簡易
屋根 4.8％
１間
2.4％
セメント床
91.4％
屋外水洗
87.0％
水道普及率
79.8％
親
10.6％
２間
39.0％
土床
6.8％
共同トイレ
0.4％
子供
0.6％
３間
36.0％
設備なし
5.2％
その他
2.2％
４間以上
22.4％
テーブル／机数
なし
１台
２台
３台
４台以上 16脚以上 ４台以上
９～15脚 ３台
４～８脚 ２台
１～３脚 １台
なし なし
椅 子 数 ベッド数
3.6％2.8％
26.6％4.6％
18.4％56.4％
12.8％34.4％
3.6％1.8％3.4％
6.4％
24.0％
58.4％
7.8％
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置してくれる援助団体がおり，将来的にはその援助受入を期待しているとい
う。その他，電気普及率，水道普及率は８割前後であった。この電気普及お
よび水道普及についても，将来的に政府が普及を支援してくれると期待して
いた。現在，電気や水道が完備されていない世帯の多くが，いずれ政府の援
助を通じて普及してもらうものだと話していた。このような援助団体や政府
のサポートを期待している受身姿勢の女性が多いと感じられた。必ずしも生
活環境の乏しさから，躍起になって改善行動に取り組もうとするものは感じ
られなかったのである。生活環境をモダンな様式に整備するためには高額な
建設費用と維持費用がかかるため，農村地域に住む経験女性の世帯にとって
はまだまだ困難なのであろう。しかし，４～５年前と比較すると，調査対象
地域の道路整備や電気普及，水道普及はかなり浸透しているということで
あった。
この他，テーブル数や椅子数などの家具の所有状況などもたずねている。
テーブルも椅子もないと回答した世帯は存在する。椅子すらもないというの
は，本当の貧困状況にあると?えられる。また，ベッド所有については，ス
リランカではベッドに寝るのが一般的に見られたが，地方ではココナッツの
繊維で作ったベッドマットがよく見られた。しかし，ベッドマットがない世
帯も少なくなく，代わりにゴザや毛布を敷いている世帯も見られた。一つの
ベッドに２人で使用する世帯も少なくなく，その結果，４人家族であっても
ベッドの所有が１台というケースが見られるのだ。貧困世帯になるとベッド
を１台も所有しないこともあり，調査では全世帯のうち3.6％がそれに該当
した。セメント床または土床の上に筵などを敷いて身体を休めるのである。
表13では，電話普及率，家電製品等の耐久財の普及率などをまとめている。
固定電話も携帯電話も所有しないという世帯は全体の５割を占めた。サムル
ディの受給条件の中に固定電話の非所有があげられているのだ。一方で，両
方を所有する世帯は全体の10％を占めている。しかし携帯電話の所有につい
ては，個人所有というよりはレンタル物が主流である。テレビの普及率につ
いては８割を占めた。経験女性の中には帰国の際にテレビを購入したり，雇
用者からプレゼントされたという話が聞かれた。その他，パーソナルコン
ピュータ（PC）の普及率は0.6％ほど確認した。これは教育熱心な世帯が子供
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のために所有していたものである。また，家事用家電製品の普及では冷蔵庫
の普及が３割程度見られた。冷蔵庫は商店経営や食品加工業の自営業者が所
有していることが多い。海外出稼ぎから帰国の際に空港の免税店などで冷蔵
庫を購入したという女性も少なくなかった。この他，洗濯機やアイロン，炊
飯器などを所有する世帯が見られたが，いずれも５％を下回る程度の普及率
に留まっている。このように経験女性の世帯の大半は，家事の多くを電化製
品に頼らない生活をしている。例えば調理は薪や炭を使って火を起こして行
う。ココナッツミルクを使う場合も市販の缶詰やパウダーものは一切使わず，
調理場でココナッツの中味を削ってフレーク状にしてからミルクを作る。ス
リランカではドライゾーンに分布し，年中暑い地域として有名なハンバント
タ県であるが，ほとんどの世帯が冷蔵庫ないことが多いので，その日に作っ
た料理はその日のうちに処分しなければならない。そのため料理はほぼ毎回
作らなければならない。水道普及率は８割近くであったが，飲み水が無い場
合は女性や子供たちが知人宅または親戚の家まで水汲みに行かなければなら
ない。また，洗濯機を所有していても汚れがきれいに落ちないということで，
基本的に手洗いをしていた。そのため主婦の家事労働時間は長い。さらに近
年の教育熱の高まりもあって，子供たちが学校や塾にいる時間が増えている。
そのため昔と比較すると，子供に対して家事手伝いや家族労働の一員として
期待できなくなってきているといった意見も聞かれた。この他の家電製品に
ついては，扇風機が全体の４割の世帯で所有が見られた。家電製品全般とし
表13 固定電話／携帯電話，家電製品等の耐久財普及率（単位：％）
固定電話普及率
24.6％
電話など 情報手段家電
テレビ普及率
82.8％
冷蔵庫普及率
31.4％
家事用家電娯楽その他
ステレオ普及率
46.7％
そ の 他
扇風機普及率
38.6％
置時計普及率
92.0％
DVD普及率
1.0％
洗濯機普及率
5.0％
ラジオ普及率
42.6％
携帯電話普及率
15.2％
電話なし
50.2％
炊飯器他普及率
1.6％
PC普及率
0.6％
アイロン普及率
2.8％
両方所有
10.0％
（出所）アンケート調査の集計。
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ては中古品もよく使用されているということであった。
Ⅴ 海外出稼ぎ女性家事労働者の社会的背景
：多項ロジスティック分析
経験女性自身の年齢，教育レベル，婚姻状況などを中心とした特徴と，彼
女たちの世帯または家族の社会的背景として人口構造と家族構成，教育，生
活環境をそれぞれ詳細に見ていくことで，彼女たちの現在置かれている社会
的全体像を描くことができた。ここでは，これらの社会的説明変数を用いて，
どのような社会的背景のもとで女性が家事労働者として中東・湾岸諸国へ出
稼ぎを実行するのか検討してみたい。経験女性の将来的な海外出稼ぎの可能
性があるかどうかを表５にまとめたが，その結果は48.6％の女性が今後の海
外出稼ぎに対して肯定的姿勢を示し，残り51.4％は否定的姿勢であった。こ
の結果をもとに，現時点での経験女性の社会的状況を説明変数とし，多項ロ
ジスティック分析を使って海外出稼ぎ女性家事労働者を輩出させる社会的背
景を検討する。ただし，ロジスティック分析では単純な回帰係数の値の比較
はできないことに注意しながら分析を進めていく。分析結果は表14にまとめ
た。ここでは説明変数をいくつかのグループに分けているが，上から順に経
験女性の年齢，教育，経済社会的地位，ソーシャル・ネットワーク，子供の
数，子供の年齢階層別人数，そして文化的許容力である。
最初に経験女性の年齢の項目を見ると，いずれの年代においてもｔ値が高
く有意水準も１％で説明力は高い。よって海外出稼ぎの意思決定には，出稼
ぎ希望者の年齢が大きく関係することが示されている。50歳代以上の経験女
性については，今後の海外出稼ぎを肯定する者が少数であったことから統計
的に説明力がなく本分析から除外されている。回帰係数の値を見ると20歳代
の経験女性の値が最も高い。若い女性ほど海外出稼ぎを積極的に受け入れる
傾向が理解できる。しかしこの一方で，中東・湾岸諸国へ家事労働者として
海外出稼ぎを行うか否かの意思決定に，希望者の就学年数は影響力を持たな
いことが示されている。これは経験女性自身の特徴で確認したように，中東・
湾岸諸国へ家事労働者として出稼ぎした女性の学歴が全体として少ない就学
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（出所）アンケート調査の集計。
（注） ⑴ 分析にあたって従属変数は，経験女性が家事労働者として中東・湾岸諸国へ出稼ぎする可能性があ
る場合（肯定）を１とし，ない場合（否定）は０とした。
⑵ 括弧内は漸近的ｔ値である。???１％水準，??５％水準，?10％水準で有意である。
表14 海外出稼ぎ女性家事労働者の社会的背景：多項ロジスティック分析
回帰係数 （ｔ値）
年齢 20歳代 3.11 (4.82)
(3.87)
(3.78)
(-.39)
(-2.10)
(2.32)
(2.20)
(1.76)
(-1.76)
( .68)
( .90)
(2.77)
(2.67)
(2.49)
(2.01)
(2.53)
(1.84)
(2.95)
(2.27)
(3.05)
(1.55)
(1.64)
( .56)
(2.02)
( .88)
1.81
1.51
-.02
-.70
.64
.50
.44
-.09
.21
.14
5.24
4.51
3.98
3.16
.95
.68
.83
.58
.85
.44
.45
.15
.52
.15
30歳代
40歳代
就学年数
夫がいる
収入手段がある
携帯電話を所有する
送金で家を建てた
兄弟姉妹数
男性親族海外出稼ぎ経験者数
女性親族海外出稼ぎ経験者数
子供なし
１～２人
３～４人
５～６人
２歳以下男女
３～５歳男女
６～９歳男女
10～15歳男子
10～15歳女子
16～19歳男子
16～19歳女子
20～24歳男子
20～24歳女子
25歳以上男子
教育
経済社会的地位
ソーシャル・ネット
ワーク
子供の数
子供の年齢階層別人数
??
?
???
??
???
?
???
??
???
???
???
?
?
??
??
??
???
???
???
???文化的許容力
宗教に改宗した経験がある
海外出稼ぎ先で雇用者と同じ
25歳以上女子
2.23
-.11
(2.90)
(-.38)
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年数の分布に偏っていたことによる統計的な結果である。
次に，経験女性の経済社会的地位についてである。ここには，配偶者（夫）
の有無，収入手段の有無，携帯電話の有無，送金で家を建設したことがある
か否かの回答結果を説明変数としている。この中で説明変数が夫がいる場合
のみ負の符合を示している。すなわち，配偶者がいるならば女性の海外出稼
ぎの可能性を低くさせると?えられる。若い独身女性の他，離婚や夫の死亡
が理由で生計手段を失った結果，出稼ぎを決意した女性が少なくない事実が
統計的に説明できる形となった。この他指摘したいのは，経験女性による携
帯電話の所有について回帰係数の値がプラスを示したことである。女性が携
帯電話を今後の海外出稼ぎの可能性について携帯電話所有で高まるという結
果が示されたのである。携帯電話を利用しているということは，外部との
ネットワーク形成やその維持を重視していることであり，且つ様々な有用な
情報を入手する手段としても用いられる。つまり女性による携帯電話の利用
は，社会的な地位の確保にもつながる。またこの他にも，収入手段がある女
性も海外出稼ぎの可能性が高まるという結果が示されている。携帯電話の利
用を通じて村内外のネットワークを使って国内の現金収入機会の他，海外出
稼ぎの情報も入りやすくなる。これは，女性の経済社会的地位を高める手段
となりうるだろう。経済的手段の確保は同時に社会的地位を高めることにつ
ながる。その意味でこれらの説明変数は，プラスの符号が現れたのだろう。
次に，ソーシャル・ネットワークは海外出稼ぎの意思決定に何らかの影響
を与えると?えられるのだが，本分析での統計的説明力は弱い結果が出てい
る。説明変数が兄弟姉妹数の場合，符号がマイナスを示し有意水準10％であ
るため，兄弟姉妹の人数が増えるに従い女性は海外出稼ぎに否定的になる傾
向があると説明できるだろう。しかし，兄弟姉妹の人数については，年代の
高い世代の女性ほど兄弟姉妹の人数が多かったため，この結果の信頼性はあ
まりないだろう。また，本分析では統計的な証明ができなかったが，男性親
族による海外出稼ぎ経験者を多く持つ経験女性の方が，女性親族のそれより
も経験女性が海外出稼ぎを積極的に?える傾向が見られるような印象を受け
たのだ。なぜならば，中東・湾岸諸国のような宗教的，文化的にも女性の行
動に関して著しい制約のある地域の家庭で家事労働者として働く場合，外部
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とのコンタクトが非常に難しい。そのため比較的自由な行動が可能な男性親
族が同じ出稼ぎ先にいれば，彼らを頼って助けを求めることや，様々な情報
の交換が可能になるからである。
次に経験女性の子供の数を説明変数にすると，その統計的説明力は非常に
高かった。ここで，子供のいない女性は海外出稼ぎを最も肯定的に捉えてい
ることが強く示されている。また，子供の数が少なければ少ないほど，女性
の海外出稼ぎの可能性が高まっている。次の項目で経験女性の子供の年齢階
層別人数を見ると，ある程度，子供の年齢と性別によって母親の海外出稼ぎ
意思に影響を与える傾向が見られる。９歳以下の子供については男女合計の
人数で求めた。この分析の結果，説明変数が２歳以下の子供の人数が女性の
海外出稼ぎ意思に対して最も肯定的な影響を与えており，続いて10～15歳の
女子の人数，そして６～９歳の子供の人数という結果が出た。全体として子
供の年齢が小さいほど，女性が海外出稼ぎの実行を?える可能性が高まると
言えよう。聞取り調査の中で，子供が２歳児以下の物心がつく前に祖母に面
倒を任せて母親が海外出稼ぎをすると，母親のことを忘れて祖父母を自分の
両親だと思い込むようになる。祖父母であると，兄弟姉妹やいとこが遊びに
来て子供の面倒を見てくれるので，心配はないと楽観視する。スリランカの
農村では，子供の面倒を社会全体で見て育てる環境が整っている。いとこは
兄弟同然で育つことが少なくない。また，年上の子供が年下の子供の面倒を
見るようになるため，子供の年齢と親族の状況が女性の海外出稼ぎ実施の判
断材料になるだろう。
しかし問題は，説明変数が10～15歳の女子の人数の回帰係数結果が大きな
数値を出していることである。つまり10代前半の娘の数が多いほど，女性は
海外出稼ぎを肯定的に?えるようになるというわけである。10代前半といえ
ば思春期頃であり女性として成長が始まる年代でもある。そのため，母親に
よる保護や家庭教育が大切な時期でもあるのだ。おそらく10代前半の娘に，
年下の子供や夫の世話を任せられるという期待があったからこのような結果
が出ているのではないだろうか。この他10代後半以降の子供の人数について，
16～19歳の女子および20～24歳の女子の人数以外は，統計的説明力がない結
果である。いずれも女子であることから，娘に家事育児や夫の面倒を任せて
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母親は海外出稼ぎに行けると?えているのだろうか。
10代後半以降になると息子たちの多くは，村内の小規模自営なり正規雇用
なりで生計を立て始めている。娘たちの場合も多い順に結婚している者，家
事手伝いの者，衣類・縫製工場で働く者などに分かれる。このように男女別
でも年齢別でも，大きな統計的説明は得られなかった。そこで，子供の年齢
階層別人数の項目の代わりに子供の就学／就業状況別人数で再度多項ロジス
ティック分析を実施したところ，説明変数が５歳児以下の子供の数，小学／
中学／高校生の数，そして失業者の数が有意確率１％の水準で比較的１に近
い正の符号の回帰係数値を出したのである。これらの結果から，子供が小さ
いほど海外出稼ぎを肯定する傾向にある。また，就学中の子供を抱える女性
についても同様のことが言える。やはり母親として，今後の子供の養育費や
教育費などが不安材料になるのであろう。母親にとって子供の発達や教育問
題は海外出稼ぎを肯定的に?える背景となっているのだ。また，子供の失業
の数についても，女性の今後の海外出稼ぎの可能性を高める傾向が示されて
いる。失業中の子供を持つ母親の年齢は30歳代後半も見られたが，多くは40
歳代半ばから60歳ぐらいまでに集中していた。母親には失業中の子供の自立
までサポートする意識があるのかもしれない。または子供が成人した後でも，
ベテランの海外出稼ぎ家事労働者の母親の送金に依存して，失業状態に甘ん
じているのかもしれない。
最後に経験女性の文化的許容力について触れておきたい。アンケート調査
において，海外出稼ぎ先で雇用者と同じ宗教に改宗したことがあるかどうか
をたずねているのだが，非常に興味深い分析結果が出た。ここでは具体的に
イスラム教への改宗経験のことなのだが，改宗したことのある女性ほど，今
後の海外出稼ぎの可能性について肯定的姿勢を示したのである。その統計的
説明力も高く，回帰係数の数値も非常に高い。海外での文化的許容力は，海
外出稼ぎの実施を?える者にとって重要な能力であろう。
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Ⅵ おわりに
1980年から2009年までの間に，中東・湾岸諸国へ家事労働者として海外出
稼ぎした経験があり，現在ハンバントタ県に住む女性500名に対し現地での
聞取り，アンケート調査，資料調査を実施して得られたデータの中で，特に
経験女性たちの現在のスリランカ国内での社会的な状況を中心に分析しまと
めてきた。開放政策導入とほぼ同時期に国際労働移動が活発化する。また，
様々な政情不安や社会問題が起こり，マクロ経済運営は順調な軌道に乗せら
れぬまま，経済発展のテイクオフを刺激させるような成長力は見られなかっ
た。特に民族紛争が深刻化したことで，各地方の農村地域の失業状態にある
若者たちが，家計援助のために，定収入が得られる兵士として志願する光景
が多くの世帯で見られた。しかし，その母親たちは戦場にいる息子たちの安
否を気遣う不穏な日々を過ごしていた。事実，戦地で死亡した兵士の葬式が
執り行われる光景を，調査地域滞在中に時折見かけることがあった。若くし
て戦地で負傷し，寝たきり生活を余儀なくされる者，身体不自由者になって
しまい，何もすることもなくブラブラとしている若者も少なくなかった。家
族や友人に悲しい現実が突きつけられても，どこかで割り切る他に方法がな
かった時代でもあった。また，80年代後半に起きた JVP暴動???は調査対象地
域の社会経済状況を大きく揺るがす出来事であった。JVPのメンバーは，村
内の富裕層の家を襲撃し，金品全てを奪い取った。商売人に対しては，一切
の経営活動を禁じ，勝手に商いをやろうものなら容赦なく脚を切り落とした。
夜，電気やランプを自宅で使うことが JVPによって禁止され，万が一見つ
かった場合には大人も子供も関係なく腕を切り落とされた。また，女学生た
ちを JVPの事務所でメイドのように扱った。また，選挙日に投票へ行くこと
が許されず，行った者は間違いなく殺された。暴動を抑えるために派遣され
た政府軍によって，殺害された JVPメンバーも少なくなかった。このような
血生臭い殺戮が毎日のように行われていたという????。こうして経験女性の
夫や父親がこの暴動によって命を落とし，生計手段を失った娘や母親たちが
海外出稼ぎを決意したという話も少なくなかった。
1990年代に突入して以降，調査対象地域では，このような暴動が再び起こ
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ることはなくなった。しかし，民族紛争は一層激化し，経済発展が進む兆し
も見られなかった。その一方で，開放政策の影響から，徐々にガーメント・
衣類縫製工場が地方に進出し，若い女子学卒者の雇用拡大が進んだのである。
しかし，それでも雇用機会を得る女性は少数派である。やはり伝統的価値観
の根強い農村地域では，女性は農業の家族労働の一員になるか，農地がなけ
れば，食品加工／裁縫やロープ作りなどの家内工業的な収入の低い仕事に限
られていた。この時代背景を通じて，中東・湾岸諸国に向かう家事労働者と
しての女性の出稼ぎは急速に広まり，一つのトレンドとしてハンバントタ県
でも盛んになるのであった。
本稿で，海外出稼ぎ女性家事労働者の社会的背景についていくつか明らか
になったものを以下にまとめたい。第一に，女性の年齢が低いほど海外出稼
ぎを望む可能性が高くなる。20歳代から66歳までの経験女性のうち，将来的
な海外出稼ぎの可能性があるのは20歳代が最も高かった。続いて30歳代，40
歳代と続いた。第二に明らかにしたことは，子供の数が女性の海外出稼ぎの
意思決定に影響を与えていることである。特に子供のいない女性ほど海外出
稼ぎを実行する傾向がある。そして子供の人数が増えるに従ってその傾向は
弱くなっていく。経験女性に対する聞取り調査から，過去に海外出稼ぎを実
行した時に養育中の子供がいると回答した女性は全体の６割を占めていた。
それゆえ子供のいない女性は海外出稼ぎを?えやすいが，子供のいる女性で
あっても海外出稼ぎの可能性は十分高いと?えられる。第三に，養育中の子
供，特に５歳児以下の子供，または小学／中学／高校に通う子供を持つ母親
の場合，海外出稼ぎの可能性が高まる。特に２歳児以下の子供，６～９歳の
子供，そして10代前半の娘の数が多いほどその傾向が強まることがわかった。
また，失業中の子供がいる場合でも，母親の海外出稼ぎの可能性が高まるこ
とが明らかになった。
第四として，夫の存在は女性の海外出稼ぎを左右させるということもあげ
られる。例えば先にあげた JVP暴動や病気等による主たる家計支持者の喪失
が女性を海外出稼ぎに向かわせたなどである。しかし必ずしも夫がいるから
といって，全ての女性が今後の海外出稼ぎについて否定するわけではない。
聞取り調査を通じて，妻が夫に対して家計支持者として満足しているか否か
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が大きな分かれ道となっているように感じられた。それは経験女性が既婚者
である場合，夫に対する不満を聞くことが多かったからだ。女性は結婚する
と子育てや家事，家計消費の管理など，家庭に関する小さな細々とした仕事
が一気に増えるのでほとんど自由が持てなくなる。調査対象世帯の家事用家
電製品の普及率の低い現実を見ても，家事労働に一日の大半が費やされてし
まうことが想像できる。一方，男性は結婚し子供ができたからといって女性
のように家庭の仕事が急増することはない。妻の立場から夫に対する不満と
してあげられた意見が，「毎日仕事に行ってくれない」，「真面目に働いてくれ
ない」，「ほとんど家にお金を入れてくれない」，「酒ばかり飲む」，「ギャンブ
ルばかりする」，「浮気している」などなどであった。中には夫が暴力をふる
うので耐えられないといった深刻なものまで聞かれた。こうした妻と夫の関
係も女性の海外出稼ぎの背景になっているようだ。
そして最後に，女性の海外での文化許容力の有無も海外出稼ぎの可能性を
高めるか否かに影響をもたらす。これは，女性たちの海外出稼ぎ中の改宗経
験の有無から判定したものであった。改宗経験があるということは，多宗教
も身を持って受け入れられる文化的柔軟性があると?えられる。しかし，別
の捉え方もできるだろう。例えば，スリランカのように宗教を重んじる国で
育った女性たちが，海外で簡単に改宗してしまうような程度の宗教的基盤し
か備わっていなかったことを意味するのか。それとも，改宗した女性が宗教
や文化的価値よりも雇用者の前で改宗することでより高い経済的見返りを期
待していたためなのか，といった見解もできるだろう。前者は女性の育った
環境または素地としての社会的背景として捉えることができ，後者の見解は
女性の価値観の問題になるだろう。いずれにせよ，非常に興味深い分析結果
である。
こうして，家事労働者として中東・湾岸諸国へ出稼ぎした女性の社会的背
景について分析を試みてきたが，著者自身は経済的背景が最も大きな海外出
稼ぎの要因になると?えている。なぜなら，経験女性の経済的背景が貧困状
況であり，子供全員を十分に育てる環境が整っていないこと，夫への不満が
経済的理由を起因とすることが多いためである。また，夫の経済力の脆弱性
が，子供の養育費や将来への不安を煽っているようにも感じられたことも指
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摘できる。
現在のスリランカは津波被害からほぼ復興し，30年近く人々を苦しめてき
た民族紛争は終結し，新しい経済発展への道程を歩み始めている。また，ハ
ンバントタでは港湾開発が進められ，将来的にはアジア諸国と中東・湾岸諸
国，ヨーロッパ諸国とアフリカ大陸を結ぶ重要な海外交通の要所となること
が期待されている。このまま何事もなく過去に幾度となく経験してきたよう
な国内政治の問題が起こらない限り，間違いなくスリランカ全体，特にハン
バントタ県は発展していくはずである。もしそうなれば多くの人々の安定し
た正規雇用が実現し，中東・湾岸諸国やその他海外へ出稼ぎする必要がなく
なるだろう。
注
１ 多くは英語メディアで海外出稼ぎの社会的コストが指摘されている。シンハラ語やタ
ミル語によるその手の報道は少ないようである。スリランカで英語の文章を解するのは
ごく一部の階層または高学歴者に限られている。
２ 参照：Sunday Times (2010年12月26日付)
?http://www.sundaytimes.lk/101226/News/nws 02.html>
３ スリランカのトリンコマリー県の貧しい家庭の出身であるリザナ・ナフィークは，法
律上，海外出稼ぎが許可されない17歳で，年齢詐称の偽造パスポートを使ってサウジア
ラビアへ渡り，一般家庭のハウスメイド（家事労働者）として，主に子供の面倒を見る
ために働いていた。しかし，日頃の疲れから，謝って４ヶ月の乳幼児を死なせてしまい，
その罪を問われ死刑判決が下された。その事件が起こった2005年以来，リザナはサウジ
アラビアの刑務所に服役している。スリランカ政府やNGOなどがリザナの免罪を求め
ている。それに対しサウジアラビア側はイスラム教のシャリア法に則り，リザナの死刑
免罪は国王ではなく死亡した乳幼児の両親が行わない限り，刑は執行されるという。ス
リランカ政府は両親に対し賠償金を支払う構えを見せている（Daily Mirror,17 Decem-
ber,2010:Rizana Death Sentence Suspended）。
４ 2004年12月26日，マグニチュード9.0もの地震がスマトラ半島沖で発生したことで，イ
ンドネシア，タイ，スリランカなどへの津波が起こった。この津波はスリランカの歴史
の中で，最悪な自然災害として位置づけされている。スリランカでは，2005年３月１日
付けの推計では36,603名もの人々が津波被害で命を落としているとされ，海岸線沿いに
住む約80万名もの人々が津波の被害を被っており，約９万件の家屋倒壊などが報告され
ている（参?：http://academic.evergreen.edu/g/grossmaz/HELGESTJ/）。
５ 参?：スリランカ港湾当局（Sri Lanka Ports Authority）ウェブサイト（2011年１
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月４日アクセス）?http://www.slpa.lk/port hambantota.asp?chk=4>
６ LTTE（Liberation Tiger of Tamil Eelam：タミル・イーラム解放の虎）は，1976
年にリーダーであるヴェルピライ・プラバーカランによって分離派として設立されたの
が始まりである。当時のインド首相であったラジブ・ガンディが IPKF（インド平和維持
軍）を派遣したのを機に，LTTEは警察などへの攻撃を開始する。1983年にはスリラン
カ政府軍に対し初めて攻撃を実施した。これ以降，スリランカ政府軍と LTTEとの内戦
が激化した。度重なる和平交渉を行うも，一向に内戦を終結させることができなかった。
政治家や多くの民間人までもが LTTEによる襲撃や自爆テロの犠牲者となった。2009年
５月にリーダーであったプラバーカランを処刑したことで，政府は内戦を終結すること
ができた。
７ 1990年前後には，イラクのクウェート侵攻と湾岸戦争勃発により，クウェートからの
帰国者が増加する。そのため1990年代前半以降，クウェートへの渡航者の割合が減少し
ている。クウェート政府はその後，外国人労働者に対して，就労に関する書類やチケッ
トなどを提示してその時期に雇用されていることが証明できれば，一人当たり合計20万
から30万ルピーの賠償金を支払っている（現地聞取り，2008年12月）。経験女性の中には
書類が不足していたために賠償金が受け取れなかった者もいる。湾岸戦争が終結してか
ら間もなく，クウェートは大々的な外国人労働者，家事労働者の斡旋，受入活動を実施
している。
８ 家事労働者として中東・湾岸諸国への出稼ぎを希望する女性がイスラム教徒であれば，
海外雇用斡旋業者から海外出稼ぎに関する諸費用が無料だと言われる。一般的に，他宗
教の女性は，チケット代金，パスポート申請や海外健康保険代，健康診断の費用，トレー
ニング参加費用などが業者から要求される。この請求の組み合わせは業者によって異な
る印象を受けたため，その金額も変化するようだ。健康診断の料金は業者指定のクリニッ
クや病院などで行い，2008年現在で平?約2500ルピーを支払っていた。直接医師に支払
う場合と，業者に払う場合と両方あった。いずれにしても経験女性たちの話から，海外
出稼ぎに関する費用について，完全な統一性はなかった。これに加えて，海外雇用斡旋
業者や空港までの交通費なども経験女性たちにとっては負担に感じられるようであった。
９ JVP（Janatha Vimukthi Peramuna:People’s Liberation Front（人民解放戦線））
は，ロハナ・ウィジェーウィーラがリーダーとなって1965年に設立されたマルクス-レー
ニン派の共産主義政党である。1971年と1987-89年の二度にわたり当時の政権を握ってい
た政党（それぞれ SLFPとUNP）に対して暴動を起こしたものである。70年代の暴動で
は約２万人が，80年代後半の暴動では約６万人が命を落としたと言われている。1989年
にウィジェーウィーラは逮捕され処刑されたことで暴動は幕を閉じた。70年代の暴動は
学生など学歴の高い者が中心であった。しかし80年代の暴動では地方の農村地域にまで
広がり，学歴を問わず，青年以外でも子供や老若男女問わず巻き込まれ，当時の状況は
尋常ではなかったと当時を知る者は誰もが言う。ハンバントタ県は80年代後半の JVP暴
動が最も激化した地域の一つであった。事実，聞き取り調査を通じて，経験女性の夫や
子供，親戚が殺害されたり，または JVPのメンバーとしてその加害者であったりと，当
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時の生々しい悲惨な状況が語られた。
10 80年代後半の JVP暴動では，JVPメンバーによって当時の政権側に立つ者が銀行や
学校の前で見せしめに灯油の入ったタイヤを首から下げさせられ火をつけて殺害される
ことや，両手両足を切断されてワニが生息する川に投げ込まれるといった残酷な話も聞
かれた（聞取り調査2008年12月）。
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